
アルバイトを現在している学生は56.1％と過半数を占め，平成６年度から漸増傾向。
主に人文系学部で高く，医学部・松戸歯学部・工学部では低い，学部間の差が大。

第６章 アルバイト行動と奨学金の利用

1.アルバイト（定職を含む）経験の有無

全体で見ると，アルバイトを「現在している」学生が56.1％と半数強，現在はしていないが

「経験はある」学生が22.1％，「したことがない」学生が21.2％となっています。

学部別にみると，アルバイトを「現在している」学生の比率は，商学部・経済学部・法学部・

文理学部･国際関係学部・生物資源科学部で60％以上と，全般的に人文学系の学部で高い傾向が見

られます。一方，医学部・松戸歯学部・工学部では「現在している」学生は20％前後と低く，学

部間の差が顕著に表れています。

経年変化を見ると，アルバイトを「現在している」学生の比率は平成12年度にはやや減少して

いるものの，平成６年度の46.8％から漸増する傾向が見られます。「現在している」学生が60％

以上の学部の数も３年前の４学部から６学部に増加してます。
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現在している 　　　　経験はある したことがない

　　　無回答
56.1%

64.5%

64.5%

65.6%

68.4%

54.5%

60.7%

49.8%

53.9%

23.4%

33.3%

19.5%

60.2%

46.8%

53.4%

51.7%

54.7%

56.1%

22.1%

16.8%

15.6%

17.5%

25.6%

18.8%

29.1%

25.2%

22.2%

22.9%

31.8%

28.9%

28.3%

25.7%

24.5%

22.1%

18.4%

18.2%

18.0%

18.9%

18.8%

50.9%

55.0%

37.5%

36.6%

26.2%

17.2%

32.8%

20.6%

13.6%

21.2%

20.5%

21.2%

20.5%

19.5%

19.4%

49.2%

17.3%

43.1%

33.3%

26.2%

42.8%

19.3%

17.1%

20.5%

平成21年度全体

法学部

文理学部

経済学部

商学部

芸術学部

国際関係学部

理工学部

生産工学部

工学部

医学部

歯学部

松戸歯学部

生物資源科学部

薬学部

平成６年度

平成９年度

平成12年度

平成15年度

平成18年度

平成21年度



現在アルバイトをしている学生の９割は６か月以上の長期アルバイト。
長期アルバイトをしている学生の比率は増加傾向。世相を反映？

現在アルバイトを行っている学生について雇用形態を見ると，６か月以上の「長期アルバイト」

が89.5％を占めています。「臨時（6か月未満の短期）」雇用は8.4％であり，昼間学部の学生であ

りながら「定職(社会保険がある)」に就いている学生は0.8％とわずかでした（無回答が1.3％）。

アルバイトをしている学生にとっては，アルバイトは学生生活の一部になっていることがうかがえ

ます。

「長期」アルバイトの比率は，この項目が調査に含められた平成６年度の85.9％から3.6ﾎﾟｲﾝﾄと

微増しています。アルバイトを「現在している」学生が漸増傾向にあることからすると，「長期ア

ルバイト」をしている学生の数も増加していることになります。バブル崩壊後，非正規社員数の増

加傾向に伴い，学生も長期アルバイトに就くことが比較的容易であったと思われます。さらに，経

済的余裕がある家庭の学生も減少傾向にあるものと考えられます。

2.アルバイト（定職を含む）の雇用形態（現在アルバイトをしている学生）
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定職

・経年変化 長期（６か月以上継続） 臨時（短期）

85.9%

87.3%

86.9%

87.7%

87.7%

89.5%

11.0%

11.6%

10.8%

10.6%

8.4%

11.7%

0.8%

0.6%

0.6%

0.5%

1.5%

0.7%

平成６年度

平成９年度

平成12年度

平成15年度

平成18年度

平成21年度



アルバイトの主な目的は「旅行・交際・レジャー」から「生活費・食費のため」にシフト。
景気低迷に伴い，経済面で逼迫している学生が増加。

現在アルバイトをしている学生について，アルバイトの主な動機・目的を見ると，今回（平成21

年度）の調査では，「生活費・食費のため」が42.9％で最も比率が高く，「衣服購入のため」と

「旅行・交際・レジャー」が30％弱で続いています。また，「授業料・学費のため」も14.2％と

なっています。日常生活を維持する目的でアルバイトをする傾向が見られます。

この項目が調査に含まれた平成６年度からアルバイトの主な目的の経年変化を見ると，「旅行・

交際・レジャー」が激減する一方で，「生活費・食費のため」が増加する傾向が顕著に見られます。

また，「授業料・学費のため」も平成９年度の7.1％から7.1ﾎﾟｲﾝﾄ増加しています。景気の長期低

迷により，家庭の経済事情の悪化などを如実に反映しているものと考えられます。経済学部と生産

工学部でこれらの傾向が強くなっています。

3.アルバイトをしている主な動機・目的（現在アルバイトをしている学生）
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40.0

50.0

60.0

平成６年度 平成９年度 平成12年度 平成15年度 平成18年度 平成21年度

生活費・食費のため

衣服購入のため

― 貯蓄のため

旅行・交際・レジャー

---社会勉強のため

（％）

（２つ以内の複数回答）

授業料・学費のため



アルバイトをしている学生のうち，「さまたげになっていない」学生が過半数。
６年前より勉学優先傾向が強まる？理工系では勉学に影響が出ている学生が多い学部も。

アルバイトをしている学生について今回(平成21年度)の結果を見ると，アルバイトが勉学の「さま

たげになっていない」という回答が54.0％と過半数，「多少，さまたげになっている」が37.9％，

「さまたげになっている」が7.3％，無回答が0.8％となっており，多少でも勉学のさまたげになって

いる学生は45.2％となっています。

平成15年度から経年変化を見ると，「さまたげになっていない」が増加，「多少さまたげになって

いる」と「さまたげになっている」は減少の傾向を示しています。経済面で逼迫している学生の増加

を考えると，勉学とアルバイトを両立させる努力をしている学生が増えているものと思われます。

生産工学部・理工学部・生物資源学部では，「さまたげになっていない」とする学生の比率が50％

未満であり，アルバイトが勉学に影響を与えている学生の比率が高くなっています。

4.アルバイトが勉学のさまたげになっていないか
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8.7%
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7.3%

46.0%
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（単数回答）



修学上経済的問題を抱えている学生は約４割。3年前より急増。
「就学継続困難」は医・歯学部系以外の学部で12％以上と深刻。対策が急務！

全体で見ると，保護者などからの支出で「修学可能」な学生が58.0％，「修学に不自由」な学生

が24.9％，「修学継続困難」な学生が13.9％（無回答3.3％）となっており，修学上経済的に問題

を抱えている学生が約４割いることがわかります。

学部別に見ると，「修学に不自由」と「修学継続困難」を加えて40％を超える学部は，工学部・

経済学部・芸術学部・生産工学部・国際関係学部の５学部です。さらに，「修学継続困難」とする

学生の比率は，医学部と歯学部系を除く全学部で12％を超え，特に工学部では20.2％と高くなって

おり，奨学金などの補助制度を一層充実させることが本学の喫緊の課題であることを示していると

言えるでしょう。３年前と比較すると，「修学継続困難」が10.5％から3.4ﾎﾟｲﾝﾄ増，「修学に不自

由」が22.9％から2.0ﾎﾟｲﾝﾄ増（合わせて5.4ﾎﾟｲﾝﾄ増）となっており，修学上経済的問題を抱えてい

る学生の比率は急激に増加しています。

5.保護者等からの支出のみで修学可能か
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修学可能               修学に不自由　   修学継続困難

　　　　無回答

58.0%

64.0%

61.7%

52.9%

60.2%

55.2%

54.5%

59.3%

54.2%

42.9%

76.5%

76.3%

58.6%

64.5%

63.7%

58.0%

24.9%

20.2%

28.3%

22.0%

25.3%

26.4%

25.4%

26.9%

25.5%

25.1%

23.0%

22.9%

24.9%

13.0%

13.0%

15.2%

16.5%

75.5%

57.6%

14.9%

15.6%

34.9%

22.4%

14.2%

14.1%

14.4%

13.9%

12.5%

14.1%

20.2%

12.6%

5.7%

6.6%

14.0%

4.8%

13.9%

10.5%

9.9%

5.0%

3.4%

2.8%

4.8%

4.8%

3.3%

2.6%

2.9%

3.3%

3.3%

2.7%

3.3%

3.7%

2.9%

3.0%

2.8%

2.0%

2.3%

平成21年度全体

法学部

文理学部

経済学部

商学部

芸術学部

国際関係学部

理工学部

生産工学部

工学部

医学部

歯学部

松戸歯学部

生物資源科学部

薬学部

平成15年度

平成18年度

平成21年度



学生の約８割はいずれかの奨学金制度を認知。
日本学生支援機構の認知率は3年前より増加，日大独自の奨学金制度は減少傾向。

「学部独自の奨学金」と「緊急奨学金」の認知率は10％未満にとどまる。

奨学金制度の認知率について今回(平成21年度)の結果を見ると，「日本学生支援機構第一種（貸

与・無利子）が51.4％，「同第二種（貸与・有利子）」が47.4％，「日本大学特待生」が36.5％，

「日本大学奨学金(貸与・有利子)」が24.3％，その他の奨学金制度は20％未満となっています。どれ

にも回答していない学生が21.7％であり，約８割の学生はいずれかの奨学金制度を認知しています。

「各学部独自に設置する奨学金」と「家計が急変した場合の緊急奨学金」についての認知率は10％未

満と低くなっています。「各学部独自に設置する奨学金」については，歯学部で最も認知率が高く

21.9％，工学部・生産工学部・生物資源科学部では５％以下と低くなっています。

経年変化を見ると，「日本学生支援機構（第一種および第二種）」の認知率は３年前より増加して

いるのに対し，「日本大学特待生」と「日本大学奨学金」は平成15年度から漸減傾向が見られます。
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　注１…平成15年度は、「日本育英会第一種奨学金（貸与・無利子）」

　注２…平成15年度は、「日本育英会きぼう21プラン奨学金（貸与・有利子）」

6. 奨学金制度についての認知率

52

43.8%

47.4%

54.6%

9.0%9.9%
5.6%

29.7%

10.8%

16.6%

36.8%
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平成15年度

平成18年度

平成21年度

（複数回答）



奨学金に関する情報入手に困難を感じている学生は全体の15.1％，関心がある学生の3割。
情報入手の容易さは3年前に比べて改善。

奨学金に関する学部での情報入手の容易さについて見ると，「容易に入手することができる」

が39.9％，逆に「容易に入手することはできない」は15.1％，また「注意をしていないのでわか

らない」は41.9％（無回答3.0％）となっています。従って，奨学金について関心を示していると

思われる学生（「わからない」と無回答を除く55.1％）の３割は情報入手に困っている状態だと

思われます。奨学金の情報を入手しにくいと感じている学生の比率が最も高い学部は商学部（学

部全体の20.1％，関心層の３分の１）です。

経年変化を見ると，３年前と比較して「容易に入手することができる」は全体で8.0ﾎﾟｲﾝﾄ増加

しています。全ての学部で増加が見られ，特に，医学部・経済学部・芸術学部・生産工学部・工

学部では10ﾎﾟｲﾝﾄ以上の増加と，情報伝達の改善が顕著に表れています。

          容易に入手することはできない

             容易に入手することができる      注意をしていないので，わからない

　　　無回答

7. 奨学金に関する情報を容易に入手できるか
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学生全体の53％が奨学金を必要。返済義務のない奨学金給付希望者が17.6％。
平成15年度より給付を受けている学生が増加。大学の奨学金制度の充実化加速。

奨学金制度の利用状況について今回(平成21年度)の結果を見ると，奨学金を「申請をする必

要がない」とする学生は44.1％となっており，無回答(5.9％)も差し引くと，学生全体の53％

が奨学金を必要としていることがわかります。奨学金の給付を現在受けている学生は12.2％，

貸与を現在受けている学生は13.8％となっています。返済義務のない奨学金の給付を希望する

学生も17.6％と高くなっています。

学部別に見ると，奨学金を必要としている学生は医学部・歯学部を除く12学部で50％以上と

なっており，特に工学部では73.2％に達しています。

経年変化を見ると，「申請する必要がない」学生は平成15年度の48.8％から4.7ﾎﾟｲﾝﾄ減少し，

奨学金の給付を現在受けている学生は平成15年の3.1％から9.1ﾎﾟｲﾝﾄ増加しています。大学側

の奨学金給付制度の改善が反映されていることがうかがえます。特に芸術学部で8.9ﾎﾟｲﾝﾄ増

(今年度12.8％)と理工学部で7.8ﾎﾟｲﾝﾄ増(同14.7％）と改善度が目立っています。

8. 奨学金の利用の有無と利用意向
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